
〔２０〕密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律（密集市街地整備法）
（平成９．５．９）最近改正 平成１６．１２．３ 法１５４号

（目 的）（法第１条）

この法律は、密集市街地について計画的な再開発又は開発整備による防災街区の整備を促進するために必要な措

置を講ずることにより、密集市街地の防災に関する機能の確保と土地の合理的かつ健全な利用を図り、もって公共

の福祉に寄与することを目的としています。

（注）密集市街地とは当該区域内に老朽化した木造の建築物が密集しており、かつ、十分な公共施設がないこと

その他当該区域内の土地利用の状況から、その特定防災機能が確保されていない市街地をいいます（法第２

条）。

１．特定防災街区整備地区内の建築等の制限

◆特定防災街区整備地区（第３１条）

密集市街地内の土地の区域については、当該区域及びその周辺の密集市街地における特定防災機能の確保並びに

当該区域における土地の合理的かつ健全な利用を図るため、都市計画に地域地区として、特定防災街区整備地区を

定めることができます。

◆制限の内容（建築基準法第６７条の２）

特定防災街区整備地区内では、次の項目について定められることとされており、これらが定められると法令制限

となります。

・建築物の種類（第１項）

・最低敷地面積（第３項、第４項）

・壁面位置制限（第５項）

・間口率制限（第６項）

・最低高さ制限（第７項）

・その他

なお、敷地面積の最低限度の制限が定められていても特定行政庁が許可すると制限は受けなくなります（第３項

第２号）。

２．防災街区整備地区計画区域内の行為の届出等

◆防災街区整備地区計画（法第３２条）

防災街区整備地区計画では、当該区域における特定防災機能の確保と土地の合理的かつ健全な利用を図るため、

当該区域の各街区を防災街区として一体的かつ総合的に整備することが適切であると認められるものについて、一

定の条件に該当する密集市街地内の土地の区域について都市計画に定めることができます。

◆制限の内容（法第３３条）

① 防災街区整備地区計画の区域（地区防災施設の区域（特定地区防災施設が定められている場合にあっては、

当該特定地区防災施設の区域及び特定建築物地区整備計画）又は防災街区整備地区整備計画が定められている

区域に限る）内において、次の行為をしようとする者は、当該行為に着手する日の３０日前までに、行為の種類、

場所、設計又は施行方法、着手予定日その他国土交通省令で定める事項を市町村長に届け出なければなりませ

ん（第１項）。

・土地の区画形質の変更

・建築物等の新築、改築又は増築

・その他政令で定める行為

② 届出をした者は、その届出に係る事項のうち国土交通省令で定める事項を変更しようとするときは、当該事
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項の変更に係る行為に着手する日の３０日前までに、国土交通省令で定めるところにより、その旨を市町村長に

届け出なければなりません（第２項）。

３．防災街区整備事業と行為制限

◆防災街区整備事業（法第２条第５号）

密集市街地において特定防災機能の確保と土地の合理的かつ健全な利用を図るため、この法律で定めるところに

従って建築物及び建築物の敷地の整備並びに公共施設の整備等に関する事業をいいます。

◆制限の内容

① 防災街区整備事業と建築等の制限（第１９７条第１項）

この事業が認可された地区内では、次の行為は都道府県知事の許可を必要とします。

・土地の形質の変更

・建築物等の新築、改築、増築

・移動の容易でない物件の設置・たい積、その他

② 個別利用区内の宅地の使用収益の停止（第２３０条）

この事業について、権利変換期日以降工事完了公告があるまでは、個別利用区においては、原則として使用

収益することができなくなります。

（注）個別利用区とは、地区内で防災施設建築物以外の個々に利用される土地のことです。

４．施行予定者が定められている防災都市計画施設の区域内での行為制限

◆制限の内容

① 建築の制限（第２８３条第１項）

建築物の建築については都道府県知事の許可を受けなければなりません。

② 有償譲渡の制限（第２８４条）

土地、建築物等を有償で譲渡（売買など）をしようとするときは、施行予定者に届け出なければなりません。

届け出ると一定期間譲渡することはできなくなります。

◆確認方法

特定防災街区整備地区、防災街区整備地区計画、防災都市施設は、都市計画に定められますので、市区町村の担

当部局で確認できます。

また、防災街区整備事業は認可されると、公告がなされるとともに、市町村長により事業に係る図書が縦覧に供

されます。
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